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-文京区地球温暖化対策地域推進計画見直しの方向性について 

 
「文京区地球温暖化対策地域推進計画」（以下、「地域推進計画」と言う。）の見直しに向け

て、国内外の地球温暖化対策に関する動向調査、区内におけるこれまでの取組状況、計画の

進捗管理として実施しているアンケート等の調査結果を踏まえ、地球温暖化対策に関連する

区の現況を整理し、主要な課題を抽出することで、地域推進計画見直しにおける対応の方向

性をまとめました。 
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1. 地域推進計画見直しに向けた検討フロー 
地域推進計画見直しに向けた検討は図 1.1 に示すフローにより、基礎情報の現況整理を

行い、その整理結果を基に主要な課題を抽出することで、地域推進計画見直しにおける対

応の方向性をまとめました。 
 

 
図 1.1 地域推進計画見直しに向けた検討フロー 
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2. 基礎情報の現況整理 
区内外の地球温暖化対策に関連する基礎情報の現況整理は、表 2.1 に示す内容で分野別に

整理を行いました。 
分野別の基礎情報の詳細は本資料「5. 課題整理と計画見直しの方向性の一覧表 【参考】」

に、温室効果ガス排出量とエネルギー消費量の現況分析結果は資料第１号「文京区における

二酸化炭素排出量の推移について」にそれぞれ整理しています。 
 

表 2.1 基礎情報の現況整理結果の概要 
分野 項目 主な内容 

温室効果ガス
排出量 

削減目標 現行の地域推進計画の削減目標は「2030 年度までに 28％削減」であり、国の
目標 46%削減や都の目標 50%削減よりも小さい。 

現況の排出量 2021 年度の区域の排出量は2013 年度比で 8.4%減少した。 

省エネルギー 

産業部門 区内では建設業におけるエネルギー消費量が多く、建築着工面積は年次変動が
大きい。建築着工面積あたりエネルギー消費量は概ね同程度で推移している。 

民生（家庭）部門 世帯あたりエネルギー消費量は 2013 年度以降減少傾向にあったが、2020 年度
と 2021 年度はコロナ禍の影響で一時的に増加している。 

民生（業務）部門 床面積あたりエネルギー消費量は 2013 年度以降減少傾向にあり、全国と比較
してエネルギーの効率化は全国平均よりも進んでいると考えられる。 

運輸部門 自動車のエネルギー消費量は 2013 年度以降減少傾向にあり、自動車の燃費改
善による効果が大きいと考えられる。 
都では 2030 年度までに都内乗用車の新車販売「100％非ガソリン化」を目指し
ている。 

再生可能 
エネルギー 

導入目標 国の 2030 年度目標は、電源構成に占める再エネ由来の割合 36～38％。 
都の 2030 年度目標は、再エネによる電力利用割合 50％程度。 

導入ポテンシャル 直近の導入で見込まれるのは太陽光発電である。最大限導入を見込んでも、区内
で導入可能な太陽光発電による電力自給率は2022年度の需要量ベースで20%
である。 

太陽光発電の導入 区内における 2022 年度時点での太陽光発電の導入量は 5MW で、人口 1 人あ
たりでは 0.02kW/人と、他自治体と比べて導入率が小さい。 

再エネ調達 区内で導入できる再エネは限られるため、区外からの調達が必要である。 
近隣自治体では「首都圏再エネ共同購入プロジェクト」など共同購入の取組がさ
れている。 

新技術・ 
新制度 

水素 短中期的には重要港湾を中心とした船舶用・発電用の水素・アンモニア利用や、
大型・商用モビリティ（HDV）向けの展開が大きいと考えられる。 

カーボン・オフセット 区では森林環境譲与税を活用したカーボン・オフセットを 2021 年度より実施
している。 

まちづくり 

都市計画 都市計画マスタープランでは“脱炭素型まちづくり”を掲げている。 
交通 公共交通は区内の重要な移動手段であり、利便性向上のための環境整備は重要

な課題である。 
建築物 改正建築物省エネ法が改正され、2023～2025 年にかけて段階的に施行される

ため、その対応が必要である。 
地域脱炭素 地域課題の解決と地域内での脱炭素の実現を目指す取組として、国や都の補助

事業を活用しながら取り組んでいくことが考えられる。 

資源循環 

ごみの排出 総排出量、1人あたり排出量ともに減少傾向にある。 
プラスチックごみ 区では 2025 年度からプラスチック分別回収事業を実施予定である。 
食品ロス 家庭向けの取組は継続的に実施されている。 

事業者向けの取組は、食品ロス削減マッチングサービス「文京×タベスケ」が新
たに取り組まれている。 

気候変動 
適応策 

気候変動の影響 猛暑や洪水・渇水など近年その影響が顕著になってきている。 
気候変動適応策 国や都の気候変動適応計画が近年見直されており、早期に取り組むべき適応策

の再整理が必要である。 

PDCA 
計画の見直し パリ協定では、全ての国が温室効果ガスの排出削減目標を「NDC（国が決定す

る貢献）」として 5年毎に提出・更新することになっており、国等の計画もそれ
に合わせて見直される可能性が高い。 
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3. 主要課題の抽出 
基礎情報の現況整理結果を踏まえポイント抽出により整理を行い、計画見直しにおいて対

応が必要と考えられる事項を主要な課題として表 3.1のとおり整理しました。 
基礎情報の現況整理を踏まえた主要課題の詳細は本資料「5. 課題整理と計画見直しの方

向性の一覧表 【参考】」に整理しています。 
 

表 3.1 主要課題の整理結果の概要 
分野 項目 主要課題 

温室効果ガス
排出量 

削減目標 国や都の削減目標との整合が必要。 
電力排出係数の低減による効果の考慮が必要。 

省エネルギー 

産業部門 特に建設現場での省エネ・再エネ活用の取組が必要。 
民生（家庭）部門 ZEH を中心とした取組が必要。 
民生（業務）部門 ZEBを中心とした取組が必要。 
運輸部門 EV 充電インフラの拡充を中心とした取組が必要。 

再生可能 
エネルギー 

導入目標 国や都の導入目標との整合が必要。 
区の導入ポテンシャルと関連動向等を踏まえた現実的な目標設定が必要。 

太陽光発電の導入 限られた空間でも導入可能な新技術の導入検討が必要。 
再エネ調達 区内で導入できる再エネは限られるため、区外からの調達が必要。 

新技術・ 
新制度 

水素 短中期的に区内でできることは限られる。 
カーボン・クレジット 制度・仕組みが複雑であるため、丁寧な普及啓発が必要。 

まちづくり 

都市計画 都市計画マスタープランと連携した“脱炭素型まちづくり”の施策展開が必要。 
交通 公共交通の利便性向上のための環境整備が必要。 
建築物 改正建築物省エネ法への対応が必要。 
地域脱炭素 地域課題の解決と地域内での脱炭素の実現を目指す取組が必要。 

資源循環 
ごみの排出 取組の継続的な実施が必要。 
プラスチックごみ 2025 年度から実施予定のプラスチック分別回収事業との整合が必要。 
食品ロス 取組の継続的な実施が必要。 

気候変動 
適応策 

気候変動適応策 国や都の取組との整合が必要。 

PDCA 計画の見直し 安定的・継続的な進行管理のための成果指標の見直しが必要。 
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4. 地域推進計画見直しの方向性 
4.1 地域推進計画全体の見直しの方向性 

地域推進計画全体の見直しの方向性（事務局案）は表 4.1 に示すとおりで、現行計画の基
本構成は踏襲しつつ、全体的に時点更新を行うほか、計画見直しの背景などの充実化を図り

ます。 
第 5 章文京区における行動計画（アクションプラン）では、基本施策と重点施策に分けて

記載することも検討します。詳細は資料第４号に記載してあります。 
 

表 4.1 地域推進計画全体の見直しの方向性（事務局案） 
現行計画における目次構成 見直しの方向性（案） 

第 1章 計画の理念  

（見出しはない） 更新 

第 2章 文京区と文京区を取り巻く気候変動対策の動向  

1 計画改定の背景 更新 

2 国際的動向 更新 

3 国及び東京都の動向 更新 

4 文京区の状況 更新 

第 3章 計画の枠組み  

1 目的 － 

2 計画の位置づけ 更新 

3 計画期間 － 

4 対象とする地域・温室効果ガス － 

5 部門の設定 － 

第 4章 計画の方向性・目標  

1 計画の方向性 更新 

2 クールアース文京都市ビジョン 更新 

3 削減目標の設定の考え方 更新 

4 削減目標 更新 

第 5章 文京区における行動計画（アクションプラン）  

1 施策体系 更新 

2 アクションプラン 更新 

（基本施策と重点施策に分けて記載） 

第 6章 計画の進行管理  

1 推進体制 － 

2 計画の進行管理 － 

資料編  

1 区の地域特性 更新 

2 二酸化炭素排出量の状況 更新 

3 二酸化炭素排出量の将来推計 更新 

4 アンケート調査結果 更新 

5 検討経過 更新 

6 用語集 更新 
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4.2 温室効果ガス排出量の削減目標の見直し 

温室効果ガス排出量の削減目標は国や都の削減目標と整合するように見直します。電力排

出係数については、現行計画では 2011年度で固定させていますが、今回の見直しでは電力
排出係数を変動させ、低炭素電力による効果を考慮します。 
 

4.3 施策の見直し 

現行計画の基本目標に紐づく施策に関する見直しの方向性（案）を表 4.2に示します。 
施策の見直しに際しては、分野ごとの基礎情報の現況と主要課題の整理結果を踏まえ、先

進的な取組や新たな制度により必要となる取組を中心に追加していく形で検討します。 
 

表 4.2 施策に関する見直しの方向性（事務局案） 
基本目標 施策 見直しの方向性（案） 

1省エネルギ
ーの推進 

1-1 暮らしにおける環境配慮⾏動 
 

・ZEH の普及施策の追加 
・環境や社会に配慮した消費行動（エシカル消費）の普及促進 等 

1-2 事業活動における環境配慮⾏動 
 

・脱炭素プラットフォーム事業の展開 
・ZEBの普及施策の追加 
・改正建築物省エネ法に基づく対応の追加 
・EV充電設備の拡充策の追加 等 

1-3 区の率先⾏動 ・公共施設や公共事業での先進的取組の反映 等 

2 再生可能エ
ネルギー等の
利用促進 

2-1 再⽣可能エネルギー利⽤  ・再エネ電力への切替え支援策の追加 
・再エネ共同購入スキームの検討 
・PPA 事業関連施策の追加 等 

2-2 先進的なエネルギー利⽤ ・ペロブスカイト等新技術の試験導入の検討 
・新制度を活用した再エネ導入推進策の追加 等 

3 スマートシ
ティの推進 

3-1 環境に配慮した交通⼿段 ・公共交通機関の利便性向上のための環境整備策の追加 等 
3-2 環境に配慮したまちづくり ・改正建築物省エネ法に基づく対応の追加 

・再開発などでの先進的な設備や再エネの導入促進策の追加 等 
4 循環型社会
の形成 

4-1 家庭系ごみの３R ・プラスチック分別回収事業の実施 等 
4-2 事業系ごみの３R ・フードシェアリングサービスの提供 等 

5 気候変動の
影響への適応 

5-1 ⾃然災害対策 ・東京都気候変動適応計画（改定版）の適応策の追加 等 
5-2 健康被害に関する対策 ・東京都気候変動適応計画（改定版）の適応策の追加  

・気候変動適応法改正に伴う熱中症対策の追加 等 
5-3 暑熱対策 ・東京都気候変動適応計画（改定版）の適応策の追加 等 
5-4 ⾃然⽣態系に関する対策 ・東京都気候変動適応計画（改定版）の適応策の追加 

・文京区生物多様性地域戦略の次ステップの取組の反映 等 
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4.4 成果指標の見直し 

地域推進計画の評価に用いる成果指標は表 4.3に示す内容で見直しを行う予定です。 
成果指標の見直しに際しては、前ページで検討している追加施策と対応するものや、新た

に活用可能となった統計データを用いるものを追加する予定です。 
また、成果指標の目標値についても、実績を踏まえ、より意欲的な目標値に見直します。 
 

表 4.3 成果指標に関する中間見直しの方向性（事務局案） 

分野 代表指標 
指標値 

中間見直しの方向性（案） 基準値 
[2018 年度] 

直近値 
[2022 年度] 

目標値*1 
[2030 年度] 

1 省エネ
ルギーの
推進 

地球温暖化に対する意識
向上率（区民） 91％ 85% 100％ （指標の見直しは行わない） 

地球温暖化に関する意識
向上率（事業者） 89％ 88% 100％ （指標の見直しは行わない） 

区民 1 人当たり電力消費
量（仮） － － － 新規追加 

庁内 CO2実排出量 4.17 t-CO2 3.03 t-CO2 3.10 t-CO2 実績を踏まえ、より意欲的な目標値に見直す 

2 再生可
能エネル
ギー等の
利用促進 

区内再生可能エネルギー
設備導入量 4,134 kW 5,145 kW 4,953 kW 

国・都の目標や導入ポテンシャ
ル精査を踏まえた導入目標の
見直し 

太陽光パネル共同購入に
よる導入数量 － － － 新規追加 

3 スマー
トシティ
の推進 

コミュニティバス利用者
数 933,503 人 1,024,856 人 策定時より増加 実績を踏まえ、より意欲的な目

標値に見直す 
自転車シェアリング利用
回数 345,211 回 746,680 回 策定時より増加 実績を踏まえ、より意欲的な目

標値に見直す 
緑被地面積 207.4 ha － ha*2 214.5 ha （指標の見直しは行わない） 
緑被率 18.4% － %*2 19% （指標の見直しは行わない） 

4 循環型
社会の形
成 

区民 1 人１日当たりの総
排出量*3 

958g/人日 
（2019 年度） 882g/人/日 747 g/人日 実績と一般廃棄物処理基本計

画を踏まえた目標値に見直す 
区民 1 人１日当たりの家
庭ごみ排出量*3 

358g/人日 
（2019 年度） 347g/人/日 269 g/人日 実績と一般廃棄物処理基本計

画を踏まえた目標値に見直す 

5 気候変
動の影響
への適応 

地域防災力（活動助成率） 68 件 74 件 策定時より増加 実績を踏まえ、より意欲的な目
標値に見直す 

透水性舗装路線数 － 4 路線 策定時より増加 実績を踏まえ、より意欲的な目
標値に見直す 

雨水浸透ます数 － 20 個 策定時より増加 実績を踏まえ、より意欲的な目
標値に見直す 

熱中症救急搬送人員数 94 名 83 名 策定時より減少 実績を踏まえ、より意欲的な目
標値に見直す 

*1：現行計画の目標値。 
*2：複数年に 1回の調査で把握する指標であるため 2022年度値の記載はない。 
*3：「文京区一般廃棄物処理基本計画（令和 3年 3月策定）」に基づく数値とし、基準年度を 2019年度とします。 

*4：各年度内に新たに工事または設置した数。 
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5. 課題整理と計画見直しの方向性の一覧表 【参考】 
分野ごとの基礎情報の現況と主要課題の整理結果を以下に示します。 

 

5.1 温室効果ガス排出量 

区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

温室効果

ガス排出

量 

パリ協定での 1.5℃目標達

成のために、以下の 2030

年温室効果ガス削減目標が

設定されている。 

米国…50～52％（2005年比） 

EU…55％（1990年比） 

英国…68％（1990年比） 

ドイツ…６5％（1990年比） 

 

「地球温暖化対策計画」…

2030年度において、温室

効果ガス46%削減（2013

年度比）を目指すこと、さら

に 50%の高みに向けて挑

戦を続けることを表明。 

 

「ゼロエミッション東京戦略

2020Update&Report 」

… 計 画 期 間 は 2021 ～

2030 年 で 、 2030 年

50%削減（2000 年比）の

カーボンハーフの目標を設

定。 

 

「ゼロエミッション都庁行動

計画」…計画期間は 2020

年度から2024年度の5か

年で、カーボンハーフの中間

目標として、2024 年度目

標を設定（2000 年度比

40%削減）。 

 

「東京都環境基本計画」…エ

ネルギー起源CO₂排出量の

2030年度部門別目標は、

産業部門では約50％、業務

部門では約45％、家庭部門

では約 45％、運輸部門では

約65％の削減（２０００年度

比）を目指す。 

 

■他区市町村の温室効果ガ

ス排出量の削減目標（2030

年度） 

 

・千代田区… 42.3%削減

（2013年度比） 

・中央区…50%削減（2013

年度比） 

・港区…51%削減（2013年

度比） 

・新宿区…46%削減（2013

年度比）、さらに 50％削減

を目指す 

・台東区…46%削減（2013

年度比）、さらに 50％削減

を目指す 

・世田谷区… 57.1%削減

（2013 年度比）、さらに

66％を目指す 

・渋谷区…46％削減（2013

年度）、39%削減（2013

年度比）※2027年度目標 

・杉並区…54%削減（2013

年度比） 

・北区…50%削減（2013

年度比） 

・荒川区…47%削減（2013

年度比） 

 

 

「⽂京区地球温暖化対策地
域推進計画」…区の 2030

年度の温室効果ガス削減目

標は 2８％削減(2013 年

度比)。電力排出係数は

2011 年度で固定した場合

の値としている。 

 

■部門別目標 

・産業部門：-45.1% 

・民生（家庭）部門：-16.9% 

・民生（業務）部門：-28.4% 

・運輸部門：-52.9% 

・廃棄物部門：-18.8% 

 

 

■区内温室効果ガス排出量 

・202１年度の二酸化炭素

排出量（総量）は、基準年

度（2013 年度）比で 8.

４%減少。 

・総排出量の推移は、基準

年度（2013 年度）から減

少傾向にあるものの、直

近年度で増加に転じてい

る。 

 

■進行管理指標 

「庁内CO₂実排出量 

（床面積:100 ㎡当たり）」 

目安（2030 年度）：3.10 

t-CO₂ 

現状（2022 年度）：3.03 

t-CO₂ 

 

・「庁内 CO₂実排出量（床面

積:100 ㎡当たり）」は、前

年度の 3.35t-CO₂から

0.32t-CO₂削減し、将来

の目安を達成。 

 

■目安指標 

・家庭部門 1 世帯当たり二

酸 化 炭 素 排 出 量 は 、

2020 年度以降、基準年

度（2013 年度）比で増加

に転じている。 

 

・現行計画の2030年度の

温室効果ガス削減目標

は、国・都の改定前のもの

と整合するものであり、改

定後の目標とすり合わせ

る必要がある。 

 

・電力排出係数は 2011 年

度で固定した場合の値と

していたが、RE100 など

の取組効果を見ていく上

では、電力排出係数の低

減による効果の考慮が必

要。 

 

・2030 年度の温室効果ガ

ス削減目標は国や都の削

減目標と整合した内容へ

の見直しを行う。（電力排

出係数の変動考慮を含

む） 

 

・公共施設や公共事業での

先進的取組の反映。 
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5.2 省エネルギー 

区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

省エネ

（産業部

門） 

世界的に ESG 投資が拡大し

ており、業種別では製造業や

エネルギー産業への投資が

多い。 

「グリーン成長戦略」…産業

政策・エネルギー政策の両面

から成長が期待される 14

の重要分野について策定さ

れた実行計画で、これを踏ま

えてNEDOグリーンイノベ

ーション基金事業が展開され

ている。 

 

「GX実現に向けた基本方

針」…GXを通じた脱炭素、

エネルギー安定供給、経済成

長の実現を目指してとりまと

められたもの。 

 

 

「東京都環境基本計画」…

2030年度部門別目標とし

て、産業・業務部門における

都内エネルギー消費量は、

35％削減（２０００年度比）。 

 

 

「日本建設業連合会」…軽油

代替燃料又は革新的建機の

普及を前提として施工段階

における CO ₂排出量を

2030 年度に 40%削減す

ることを目指す。 

 

「印刷業界」…2030 年度は

原油換算原単位 15.9kl/億

円 （ 2013 年 度 比 ： ▲

26.5％）までの改善を目指

し、CO2 排出量は 65.0 万ｔ

-CO2 （ 2013 年度比 ：▲

55.7％）を目標とする。 

 

■事業者ヒアリング 

【共同印刷株式会社】 

・2024 年度中に、SBT 認

定の取得を目指す。 

・ZEB Ready・BEMS の

導入によりエネルギー消

費量削減効果が出てい

る。 

 

【TOPPAN株式会社】 

・省エネ法の事業者クラス

分け評価では７年間 S ク

ラス（優良事業者）を維

持。 

・小売電気事業の登録をし

ており、オンサイト（自社工

場）と再エネ電力購入の 2

種類の電力を調達。 

・トッパンホール等の共用

施設についてLED化は終

了しており、事務所につい

ては順次 LED 化を進め

る。 

■現在のエネルギー消費量 

2021 年産業部門: ２０１３

年度比-24.1% 

 

・産業部門の主要な二酸化

炭素排出源は建設業及び

製造業（出版・印刷・同関

連業種）。 

 

・建設業では活動量（新築

着工面積）は年によってバ

ラツキがある。原単位(新

築着工面積あたりエネル

ギー消費量)は概ね同程度

で推移している。 

 

・製造業（出版・印刷・同関

連業種）は活動量（製造品

出荷額）、原単位(製造品

出荷額あたりエネルギー

消費量)ともに減少傾向。 

・施策の取組状況等は順調

であるが、確実な目標達

成となる取組が重要。 

 

・建設業におけるエネルギ

ー消費が多いため、施工

段階（建設現場）での省エ

ネ化の取組が必要 

 

・製造業（印刷業）は大規模

事業所では取組が進んで

おり、中小規模事業者へ

の展開が必要。 

・中小規模事業者への展開

のための取組を追加（脱

炭素プラットフォーム事業

の拡大など） 

 

・建設現場での省エネ化を

誘導する取組を追加。 
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区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

省エネ

（民生家

庭部門） 

欧州諸国では、住宅・建築物

の省エネ基準で要求される

省エネ性能の強化が定期的

に図られており、日本よりも

省エネ性能がかなり高い。 

「改正建築物省エネ法」…住

宅や小規模建築物の省エネ

基準適合の義務化や、建築物

再生可能エネルギー利用促

進区域制度が定められるな

ど大きな見直しがされた。 

「東京都環境基本計画」…

2030年度部門別目標とし

て、家庭部門における都内エ

ネルギー消費量は30％削減

（２０００年度比）を目指す。 

 

「既存住宅における省エネ改

修促進事業（高断熱窓・ドア）

災害にも強く健康にも資する

断熱・太陽光住宅普及拡大事

業」…都内の既存住宅に高断

熱窓、高断熱ドア、断熱材、高

断熱浴槽を設置する方に対

して、その経費の一部を助成

することにより、家庭におけ

る熱の有効利用を推進。 

 

「建築物環境報告書制度」…

2025年 4月から中小新築

建築物について太陽光発電

設備の設置や断熱・省エネ性

能の確保等を義務化。 

 

「東京ゼロエミ住宅指針」…

2019 年度から 「東京ゼロ

エミ住宅」基準が設定され、

基準に適合する住宅を新築

した建築主に対しその費用の

一部を助成。指針はその後の

見直しで、基準の多段階化や

蓄電池システムの要件変更な

どがされた。 

 

 ■温室効果ガスの排出削

減に効果的な設備の利用

促進を図るため、新エネル

ギー・省エネルギー設備設

置に係る経費の一部を助

成 

・家庭用太陽光発電システ

ム 

・家庭用蓄電システム 

・断熱窓 

・家庭用燃料電池（エネファ

ーム） 

・雨水タンク 

・自然冷媒ヒートポンプ給

湯器（エコキュート） 

・高日射反射率塗料 

■進行管理指標 

「地球温暖化に対する意識

向上率（区民）」 

目安（2030 年度）：100％ 

現状（2022 年度）：85％ 

 

・「地球温暖化に関する意識

向上率」は計画策定時より

も低下。 

 

■現在のエネルギー消費量 

2021 年（２０１３年度比）民

生（家庭）部門:+7.0% 

 

・世帯あたりエネルギー消費

量は 2013 年度以降減少

傾向にあったが、2020年

度と 2021 年度はコロナ

禍の影響で一時的に増加

している。 

 

・「改正建築物省エネ法」や

「建築物環境報告書制度」

による住宅や中小規模建

築物の太陽光発電設備の

設置や断熱・省エネ性能の

確保等を義務化は大きな

転換点であり、円滑に履行

されるように周知が必要。 

 

・「改正建築物省エネ法」や

「建築物環境報告書制度」

だけでなく、さらなる大幅

な省エネ化を実現する

ZEH化が必要。 

 

・区民の本計画への認知度

を高め、より省エネ行動に

対する意識向上を強化が

必要。 

・「改正建築物省エネ法」や

「建築物環境報告書制

度」、ZEH に関する取組

（主に啓発）を追加。 

 

・区民の省エネ行動の徹

底、再エネ導入支援を継

続。 

 

・環境や社会に配慮した消

費行動（エシカル消費）の

普及促進。 
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区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

省エネ

（民生業

務部門） 

欧州諸国では、建築物の省エ

ネ基準で要求される省エネ性

能の強化が定期的に図られ

ており、日本よりも省エネ性

能がかなり高い。 

「改正建築物省エネ法」…小

規模建築物の省エネ基準適

合の義務化や、建築物再生可

能エネルギー利用促進区域

制度が定められるなど大き

な見直しがされた。 

「東京都環境基本計画」…

2030年度部門別目標とし

て、業務部門における都内エ

ネルギー消費量は25％削

減、家庭部門においては

30％削減（２０００年度比）を

目指す。 

 

「建築物環境報告書制度」…

2025年 4月から中小新築

建築物について太陽光発電

設備の設置や断熱・省エネ性

能の確保等を義務化。 

 

「地球温暖化対策報告書制

度」…中小規模事業所の設置

者自身による各事業所の

CO2排出量の把握と温暖化

対策の継続的な実施推進の

ため、地球温暖化対策報告書

の作成・提出を規定。原油換

算エネルギー使用量が年間

で3,000kL 以上となる 

事業者は、報告書の提出・公

表が義務。 

 

「中小規模事業者のゼロエミ

ッションビル化支援事業」…

都内で中小規模事業所を所

有し、又は使用する中小企業

者等に対し、ゼロエミッション

ビル化に係る取組（建物の断

熱性能の向上、省エネ設備の

導入）に要する費用の一部を

助成。※BELS認証の五つ星

の取得が前提。 

 

「UTokyo CLIMATE 

Action」…東京大学のCO2 

排出量を対2013年度比で

2030年までに 50％、

2040年までに 75%削減

することを目標として設定。 

 

「日本ビルヂング協会連合

会」…オフィスビルにおいて、

単位面積当たりの CO2排出

量を、2030年度までに

2013 年度比で64%削減

（2019年度比で 51%削

減）。 

■事業者ヒアリング 

【ホテル椿山荘東京】 

・発電の際に発生する廃熱

を冷暖房や給湯に無駄な

く利用するコージェネレー

ションシステムを導入。 

・ホテル全体では５～６割

程度 LED 化が済んでい

る。 

・ヒートポンプを搭載したフ

ァンコイルのエアコンを導

入。 

■進行管理指標 

「地球温暖化に関する意識

向上率（事業者）」 

目安（2030 年度）：100％ 

現状（2022 年度）：88％ 

 

・「地球温暖化に関する意識

向上率」は計画策定時より

も低下。 

 

■現在のエネルギー消費量 

2021 年（２０１３年度比）民

生（業務）部門:-13.5% 

 

・業務部門の床面積100㎡

当たりのエネルギー消費量

は、2013年度以降減少傾

向にあり、全国と比較して

エネルギーの効率化は全

国平均よりも進んでいると

考えられる。 

 

・「改正建築物省エネ法」や

「建築物環境報告書制度」

による中小規模建築物の

太陽光発電設備の設置や

断熱・省エネ性能の確保等

を義務化は大きな転換点

であり、円滑に履行される

ように周知が必要。 

 

・「改正建築物省エネ法」や

「建築物環境報告書制度」

だけでなく、さらなる大幅

な省エネ化を実現する

ZEB化が必要。 

 

・事業者の本計画への認知

度を高め、より省エネ行動

に対する意識向上を強化

が必要。 

 

・「改正建築物省エネ法」や

「建築物環境報告書制

度」、ZEB に関する取組

（主に啓発）を追加。 

 

・事業者の省エネ行動の徹

底、再エネ導入支援を継

続。 

 

・脱炭素プラットフォーム事

業の展開 
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区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

省エネ

（運輸部

門) 

世界の新車販売台数に占め

る次世代自動車 （ Ｂ Ｅ Ｖ ・

PHEV ） の 比率は 、 14 ％

（2022 年度時点）で、増加

傾向にある。ヨーロッパ全体

の普及率は 21％、中国は

29％、アメリカは7.7％とな

っており、日本は 3％と世界

的にみるとまだ低い位置に

いる。 

日本政府は「2035年まで

に、乗用車新車販売で電動車

（EV、FCV、PHEV、HEV）

100％」、「2030年までに

公共用の急速充電器を30

万口設置する」という目標を

設定。 

2023年における新車販売

台数の全体に占める割合は、

EVは約 1.7％、FCVは約

0.02％となっている。 

「東京都環境基本計画」…

2030 年度部門別目標とし

て、運輸部門における都内エ

ネルギー消費量は 65％削減

（２０００年度比）を目指す。 

 

「ゼロエミッション・ビークル

の普及に向けて」…2030年

における都内乗用車新車販

売に占めるゼロエミッション・

ビークルの割合を 50％まで

高める目標を掲げている。 

 

「自動車のゼロエミッション化

に向けた環境局の取組につ

いて」…・2030 年にゼロエ

ミッションバスの導入目標は 

300台以上。 

2030 年に小型路線バスの

新車販売は原則 ZEV化。 

2030 年に都内乗用車新車

販売台数に占める非ガソリン

車の割合 100％。 

公共用充電器数を 2025 年

に 5,000 基、うち公共用急

速充電器を2023年1,000

基。 

「トラック業界」…メイン目標

として、2030年のCO2排

出原単位を2005年度比で

31％削減。 

 

 

■自動車交通量 

１日当たりの自動車交通量

（四輪車）は減少傾向にあ

る。 

 

■現在のエネルギー消費量 

2021 年（２０１３年度比）運

輸部門:-27.6% 

 

・運輸部門における二酸化

排出量の大半を占める自

動車のエネルギー消費量

は 2013 年度以降減少傾

向にある。2013 年度と比

較すると 29.4％減少して

おり、自動車の燃費改善に

よる効果が大きい。 

 

・国外・国・都の動向に合わ

せて、次世代自動車の普

及促進が必要。 

 

・EV 充電インフラの拡充を

中心とした取組が必要。 

・公用車における次世代自

動車の導入推進だけでな

く、充放電設備の推進策

を追加。 

 

・自動車のゼロエミッション

化に向けた環境局の取組

に合わせた施策の追加。 
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5.3 再生可能エネルギー 

区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

再エネ 2023年にUAEのドバイで

開催された COP28 の合意

文書では、太陽光や風力など

の再生可能エネルギーを

2030 年までに現在の 3 倍

に増やし、エネルギー効率改

善率を 2 倍に引き上げると

いう目標が盛り込まれた。 

「第六次エネルギー基本計画」

…2030年度における野心

的な見通しとして、電源構成

のうち再エネ由来のものは、

36～38％を目指す。 

 

「洋上風力産業ビジョン」…

2030年までに 10GW、

2040年までに 30～4５

GWを目指す。 

「東京都環境基本計画」… 

2030年度の目標として、再

生可能エネルギー電力利用

割合50％程度とし、中間目

標では 2026年度に 30%

程度と設定。 

 

「ゼロエミッション都庁行動計

画」…2020年度から

2024 年度までの５か年を

計画期間とし、2030年まで

に再生可能エネルギーによる

電力利用割合 50％程度を

目指す。 

カーボンハーフの中間目標と

して、2024年度目標を設

定（再エネ電力利用割合

50%、太陽光発電設置量

20,000kWを目指す）。 

 

ゼロエミッション都庁推進会

議…2022 年度は再エネ電

力利用割合 27.2%、太陽光

発電設置量9,787kW 

 

「とちょう電力プラン」… 

・2030年までに東京都施設

で使用する電力の再生可能

エネルギー100%化を目指

す。 

・2023年 12月から

2024年 11月まで卒 FIT

電力を 11.0 円/kWhで買

取。※買取量は 10,000kw

（約 3,000件）までとし、太

陽光発電の環境価値は自家

消費分を含めて東京都に帰

属。 

 

「ゼロカーボン特別区」…「再

生可能エネルギー電力利用

の推進」、「中小企業の脱炭素

化への支援」、「建物・住宅の

ZEB・ZEH 普及の推進」及

び「森林整備の取組みによる

吸収量の確保・効果の把握」

の４つの検討テーマに関して

研究。 

 

「首都圏再エネ共同購入プロ

ジェクト」…カーボンニュート

ラルに取り組む自治体と連携

しながら、脱炭素経営に取り

組む事業者、取組要請を受け

ている事業者における再エネ

電力調達（非化石証書による

再エネ化も含め）を支援。 

■事業者ヒアリング 

【共同印刷株式会社】 

・自社の 4 工場に合計約

2,300kW の太陽光発電

設備を設置している。五霞

工場の一部は売電、その

他は自家消費しており、年

間 1,100t-CO２の二酸化

炭素排出量削減効果があ

る。 

 

【TOPPAN株式会社】 

・2030 年度 再エネ比率

6.5％目標 

 

■導入ポテンシャル 

・最大限導入を見込んで

も、区内で導入可能な太

陽光発電による電力自給

率は2022年度の需要量

ベースで20%である。 

■進行管理指標の評価 

「区内再生可能エネルギー

設備導入量」 

目 安 （ 2030 年 度 ） ：

4,953 kW 

現 状 （ 2022 年 度 ） ：

5,145kW 

 

・再エネ設備導入量は将来

の目安を達成している。 

・しかし、人口 1 人あたり再

エ ネ 設 備 導 入 量 は

0.02kW/人と、他自治体

と比べて小さい。 

・再エネ設備は現時点では

全て太陽光発電設備とな

っている。 

 

■アンケート結果 

・区民の再生可能エネルギ

ーからつくられた電気の

利用（購入）は「利用してい

る」が 1割未満となってい

る。 

・区民の関心のある地球温

暖化対策の分野として、省

エネルギーやスマートシテ

ィ、資源循環などの関心度

は 6 割以上であるのに対

し、再エネへの関心度は 4

割程度にとどまっている。 

・PPA を利用したいと考え

ている事業者は 2 割に満

たず、低い傾向にある。 

・再エネ設備導入量は現行

計画での目標を既に達成

している。国や都の導入目

標との整合を図りながら、

区内の導入ポテンシャル

と関連動向等を踏まえた

現実的で意欲的な目標の

再設定が必要。 

 

・限られた空間でも導入可

能な新技術の導入検討が

必要。 

 

・区内で導入できる再エネ

は限られるため、区外から

の再エネ由来の電力調達

も必要。 

 

・再エネ由来の電力購入の

普及促進につながる施策

の追加。 

 

・再エネ共同購入スキーム

の検討。 

 

・PPA 事業関連施策の追

加。 

 

・ペロブスカイト等新技術の

試験導入の検討。 

 

・新制度を活用した再エネ

導入推進策の追加。 
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区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

電気・ガ

スの低炭

素化 

欧州の主要 5 カ国では、電

力における自然エネルギーの

比率を  2030 年までに 

40～74％へ高める目標を

掲げている。 

フランス…40% 

ドイツ…65％ 

イタリア…55％ 

スペイン…74％ 

 

「地球温暖化対策計画」…

2030年度における電力の

排出係数（0.25kg-

CO2/kWh） 

 

「都市ガスのカーボンニュート

ラル化」…都市ガス原料であ

るメタンを漸進的に化石燃料

である LNGから合成メタン

及びバイオメタンに置き換え

ることで、都市ガスの炭素集

約度を漸減し、供給インフラ

や需要側の設備・機器の変更

を伴わない形でカーボンニュ

ートラル化の実現を図る。 

「東京都環境基本計画」…

2030年度における電力の

排出係数（0.25kg- 

CO2/kWh） 

 

東京電力…販売電力由来の

CO2排出量を 2013 年度

比で2030年度に 50%削

減（2013 年度の実排出係数

0.532kg-CO2/kWh） 

 

東京ガス…国内供給ガスの 

カーボンニュートラル化開

始。 

 

日本ガス協会…2030年に

ガス業界が目指す姿としてガ

スのカーボンニュートラル化

率5%以上を実現。メタネー

ションの実用化を図る（e-

methane の都市ガス導管

への注入 1％以上）。 

 

－ 現行計画での温室効果ガス

排出量の削減目標は電力

排出係数 2011 年度固定

で算定している。 

・電力排出係数は 2011 年

度で固定した場合の値と

していたが、RE100 など

の取組効果を見ていく上

では、電力排出係数の低

減による効果の考慮が必

要。 

 

・2030 年度の温室効果ガ

ス削減目標は国や都の削

減目標と整合した内容へ

の見直しを行う。（電力排

出係数の変動考慮を含

む） 

 

 
 

5.4 新技術・新制度 

区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

水素 先進国や水素生産ポテンシャ

ルを有する国々が次々と水素

戦略を策定している。 

「水素基本戦略」… 2040 年

における水素導入目標を

1,200万トン/年程度と設

定。 

 

「東京都水素ビジョン」… 

2030年に向けて水素の需

要拡大と社会実装化を促進。 

（グリーン水素の利用の基盤

づくりが進行、船舶等での水

素活用、・水素発電の商用化・

メタネーションの導入。） 

 

「ゼロエミッション東京戦略

2020 Update & 

Report」…2030 年目標↓ 

・家庭用燃料電池 100万台 

・業務・産業用燃料電池3万kW 

 

「自動車のゼロエミッション化

に向けた環境局の取組につ

いて」…2030 年に水素ステ

ーションの整備 150 か所 

「JHyM」…日本における水素

ステーションのネットワークの

拡大を目的に2018年に設

立された合同会社で、水素ス

テーションの整備を進めてき

た。2023年度からは第Ⅱ期

として商用車（ＦＣトラックな

ど）の実証段階～市場導入を

見据えたインフラ面で支える

施策を検討し進めていく予定

である。 

 

■事業者ヒアリング 

【TOPPAN株式会社】 

・水素インフラ整備などの

支援も行政に期待。 

・東京都の「Tokyo スイソ

推進チーム」に参加し、水

素エネルギーについて情

報収集を行っている。 

 

・燃料電池自動車及び水素

ステーション等を紹介する

番組を作成し、周知啓発を

行った。 

 

・水素エネルギーや水素社

会のイメージについて、区

HP の文京区環境基本計

画コラムで紹介している。 

 

・区民向け講座内で講義す

るなどし、普及啓発を行っ

ている。 

・短中期的には重要港湾を

中心とした船舶用・発電用

の水素・アンモニア利用

や、大型・商用モビリティ

（HDV）向けの展開が大き

いと考えられ、短中期的に

区内でできることは限ら

れる。 

 

・区民・区内事業者への水

素エネルギーに関する情

報提供の継続。 

・短中期的に区内でできる

ことは限られることから、

区民や区内事業者への水

素エネルギーに関する情

報提供や普及啓発を継

続。 
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区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

カーボ

ン・オフ

セット 

－ 「Ｊ－クレジット制度」…2013

年度より国内クレジット制度

と J-VER 制度を一本化し、

経済産業省・環境省・農林水

産省が運営。 

「総量削減義務と排出量取引

制度（キャップ・アンド・トレー

ド制度）」…大規模事業所に

CO2排出量の削減義務を課

す制度。本制度で利用するこ

とができるのは超過削減量

と、下記のオフセットクレジッ

トである。 

・都内中小クレジット：都内中

小規模事業所の省エネ対策

による削減量 

・再エネクレジット：環境価値

換算量（東京都が認定する

設備により創出される削減

量）、その他削減量（グリーン

エネルギー証書等東京都以

外が認定する削減量） 

・都外クレジット：都外の大規

模事業所の省エネ対策によ

る削減量 

・埼玉連携クレジット：埼玉県

の目標設定型排出量取引制

度で認定される超過削減量

及び県内中小クレジット 

－ 区では森林環境譲与税を

活用したカーボン・オフセッ

トを 2021年度より実施し

ている。 

－ ・制度・仕組みが複雑である

ため、丁寧な普及啓発が

必要。 

 

・カーボン・オフセットの普

及啓発に係る取組を追

加。 

 

・森林環境譲与税を活用し

たカーボン・オフセットの

取組を追加。 
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5.5 まちづくり 

区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

低

炭

素

な

ま

ち

づ

く

り 

－ 「地域脱炭素ロードマップ」…

2020年～2025年の間に

政策総動員を行い、2030年

度までには 100か所以上の

脱炭素先行地域をつくる。モ

デルを全国に伝搬し、2050

年を待たずに脱炭素達成（脱

炭素ドミノ）を目指す。 

 

「地産地消型再エネ増強プロ

ジェクト（都内設置）」…地産地

消型再生可能エネルギー発電

等設備又は再生可能エネルギ

ー熱利用設備を設置する事業

者に対して、当該設備の設置

に係る経費の一部を助成。 

 

「東京都建築物再生可能エネ

ルギー利用促進計画策定指

針」…2030年カーボンハー

フの実現に向け、都内のCO2

排出量の7割以上を占める

建築物への再エネの利用拡大

に取り組んでいる。 

 

－ 「文京区都市計画マスター

プラン」…脱炭素型まちづ

くりに配慮した住宅・建築

物への誘導。 

 

「市街地再開発事業」…春

日・後楽園駅前地区が

2023年 11月に工事が

完了した。現在は飯田橋駅

周辺での新たな再開発計

画が進行中である。 

 

「文京区地域防災計画」…

地域活動センターにおける

通信機能の確保のため、蓄

電池等を配備。 

 

「文京区みどりの基本計画」

…温暖化防止のため、屋上

緑化助成制度を実施。 

 

・事業者の関心のある地球

温暖化対策の分野として、

省エネルギーや資源循環

などの関心度は約 6 割以

上であるのに対し、スマー

トシティへの関心度は3割

程度にとどまっている。 

・都市計画マスタープラン

と連携した“脱炭素型まち

づくり”の施策展開が必

要。 

 

・再開発に合わせた低炭素

まちづくりが必要。 

 

・地域課題の解決と地域内

での脱炭素の実現を目指

す取組が必要。 

 

・都市計画マスタープラン

と連携した施策展開を検

討。 

 

・地域脱炭素の取組として、

国や都の補助事業を活用

しながら取り組んでいくこ

とが考えられる。 

 

・再開発などでの先進的な

設備や再エネの導入促進

策の追加。 

低

炭

素

な

交

通 

－ 「MaaS」…Mobility as a 

Service の略称で、地域住民

や旅行者一人一人のトリップ

単位での移動ニーズに対応し

て、複数の公共交通やそれ以

外の移動サービスを最適に組

み合わせて検索・予約・決済等

を一括で行うサービスのこ

と。 

「日本版Maas の推進」…

Maas モデル地域が 48地

域までに拡大。交通DXであ

るキャッシュレス決済の導入

支援やデータ化の支援を実

施。 

－ 「文京区都市計画マスター

プラン」…公共交通機関の

利便性向上のための環境

整備。 

 

 

■進行管理指標 

「コミュニティバス利用者数」 

目安（2030 年度）：策定時

（933,503 人）より増加 

現 状 （ 2022 年 度 ） ：

1,024,856人 

 

・「コミュニティバス利用者

数」は計画策定時より利用

者が増加 

 

「自転車シェアリング利用回数」 

目安（2030 年度）：策定時

（345,211 回）より増加 

現 状 （ 2022 年 度 ） ：

746,680回 

 

・「自転車シェアリング利用

回数」は計画策定時よりも

2倍以上増加 

・公共交通は区内の重要な

移動手段であり、利便性

向上のための環境整備は

重要な課題である。 

 

・公共交通の利便性向上の

ための環境整備が必要。 

・都市計画マスタープラン

やと連携した施策（Maas

の推進など公共交通機関

の利便性向上のための環

境整備など）を追加。 

低

炭

素

な

建

築

物 

欧州諸国では、建築物の省エ

ネ基準で要求される省エネ

性能の強化が定期的に図ら

れており、日本よりも省エネ

性能がかなり高い。 

「改正建築物省エネ法」…小規

模建築物の省エネ基準適合の

義務化や、建築物再生可能エ

ネルギー利用促進区域制度が

定められるなど大きな見直し

がされた。 

「建築物環境報告書制度」…

2025年 4月から住宅や中

小新築建築物について太陽光

発電設備の設置や断熱・省エ

ネ性能の確保等を義務化。 

 

－ － － ・「改正建築物省エネ法」や

「建築物環境報告書制度」

による住宅や中小規模建

築物の太陽光発電設備の

設置や断熱・省エネ性能の

確保等を義務化は大きな

転換点であり、円滑に履行

されるように周知が必要。 

・「改正建築物省エネ法」や

「建築物環境報告書制度」

に関する取組（主に都市計

画法関連）を追加。 
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5.6 資源循環 

  

区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

循環型

社会の

形成 

－ 「第四次循環型社会形成推進

基本計画」…「地域循環共生

圏の形成に向けた施策の推

進」、「シェアリング等の2R

ビジネスの促進、評価」、「廃

棄物エネルギーの徹底活用」

等が挙げられている。 

 

「第五次環境基本計画」…各

地域がその特性を生かした強

みを発揮し、各地域で自立・

分散型の社会を形成し、地域

資源等を補完し支え合う「地

域循環共生圏」が示された。 

「東京都資源循環・廃棄物処

理計画」･･･ 

【資源ロスの削減目標】 

①一般廃棄物排出量：2025

年度 440万トン、2030 年

度 410万トン 

②プラスチック焼却削減量：

2030年度 40％（2017

年度比） 

③食品ロス削減量 ：2030

年度 38万トン 

【循環的利用の推進と最終処

分量の削減目標】 

④一般廃棄物再生利用率：

2025年度 31％、2030

年度 37％ 

⑤最終処分量：2025年度 

82万トン、2030年度 77

万トン 

【災害廃棄物の処理体制の構

築目標】 

⑥区市町村災害廃棄物処理

計画策定率：2025 年度 

100％ 

清掃一部事務組合…東京23

区のごみ処理において、エネ

ルギー起源二酸化炭素

（CO2）における令和 12年

度目標は、33,130t-CO2

（平成 25年度比51%減）。 

 

 

「⽂京区⼀般廃棄物処理基
本計画」… 2019（令和元）

年度を基準に毎年約2.5％

削減することで、中間年度

の 2025（令和 7）年度に

は約 12.5％、最終年度の

2030（令和 12）年度には

約25％を削減し、44.5g/

人日（14.8g/人日の減）と

することを目指す。 

 

■進行管理指標の評価 

「区民1人１日当たりの総排

出量」 

目安（2030 年度）：747 

g/人日 

現 状 （ 2022 年 度 ） ：

882g/人日 

 

「区民1人１日当たりの家庭

ごみ排出量」 

目安（2030 年度）：269 

g/人日 

現 状 （ 2022 年 度 ） ：

347g/人日 

 

■アンケート結果 

・団体の関心のある地球温

暖化対策の分野として、省

エネや再エネ、気候変動な

どの関心度は 5 割以下で

あるのに対し、資源循環へ

の関心度は約 8 割と最も

高い。 

・総排出量、1 人あたり排出

量ともに減少傾向にあり、

ごみ削減目標の確実な達

成に向けた継続的な取組

が必要。 

・「⽂京区⼀般廃棄物処理
基本計画」との整合を図り

ながら見直しを行うほか、

事業者向けの食ロス削減

の取組を追加。 

プラス

チック

ごみ 

「 GlobalPlasticsOutloo

k」（OECD）…世界全体で

は、プラスチック廃棄物の量

は 2019 年の 353 Mt か

ら2060年には1,014 Mt

に膨れ上がると予測されて

いる。 

「プラスチック資源循環戦略」

…2019年 5月策定。

2030年までにワンウェイプ

ラスチック累積 25%排出抑

制、容器包装6割リユース・

リサイクル、再生利用の倍増、

バイオマスプラスチック約

200万トン導入等をマイルス

トーンに設定。 

「ゼロエミッション東京戦略

2020Update&Report」

…家庭と大規模オフィスビル

から排出される廃プラスチッ

クの焼却量を2030年まで

に 40%削減。 

清掃一部事務組合…資源化

できない廃プラスチック類に

ついては焼却処理を行い、エ

ネルギー回収（サーマルリサイ

クル）を実施している。 

・2025 年度よりプラスチ

ック分別回収事業を実施

予定。 

－ ・2025 年度から実施予定

のプラスチック分別回収

事業との整合が必要。 

・プラスチック分別回収事

業実施の取組を追加。 

食品ロ

ス 

－ 「食品循環資源の再生利用等

の促進に関する基本方針」…

家庭系および事業系の食品

ロスを 2030年度までに

2000年度比で半減する目

標（目標値489 トン）を設

定。 

「東京都食品ロス削減推進計

画」…2030年目標として

2000年度と比較した食品

ロス発生量半減。 

 

「東京食品ロス0（ゼロ）アク

ション」…普及啓発冊子及び

動画を作成、配信。 

－ ・文京区内の飲食店舗等を

対象とした食品ロス削減

マッチングサービス「文京

×タベスケ」を 202３年１

０月に開始。 

 

・家庭向けの取組は継続的

に実施されている。 

 

・事業者向けの取組は、食

品ロス削減マッチングサー

ビス「文京×タベスケ」が

新たに取り組まれている。

取組の継続的な実施が必

要。 

・フードシェアリングサービ

ス提供の取組を追加。 
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5.7 気候変動適応策 

区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

気候変

動の影

響 

「IPCC第 6次評価報告書」

…”人間の影響が大気、海洋

及び陸域を温暖化させてき

たことは疑う余地がない“と

表現された。また、2030 

年の世界全体の温室効果ガ

ス排出量では、21 世紀中

に温暖化が 1.5℃を超える

可能性が高い見込みである

ことなどが示された。 

「気候変動影響評価報告書」

…気候変動による影響の重

大性・緊急性・確信度の3つ

の観点から全 7 分野 71 

項目を対象として評価を行っ

たもの。49 項目（69％）が

「特に重大な影響が認められ

る」、38 項目（54％）が「緊

急性が高い」と評価された。

また、重大性、緊急性ともに

高いと評価された項目は 

33 項目（46％）であった。 

「東京都の気候変動」（気象庁

東京管区気象台）…東京（千

代田区）の気温は 100 年あ

たり約2.5℃上昇している。 

－ － ■進行管理指標 

「熱中症救急搬送人員数」 

目安（2030 年度）：策定時

（94名）より減少 

現状（2022 年度）：83名 

 

・猛暑や洪水・渇水など近

年その影響が顕著になっ

てきている。 

 

・基準年度より減少傾向で

あるが、熱中症警戒アラー

トの発表回数が増加傾向

にあるため、熱中症予防

の周知徹底が必要。 

 

・気候変動の現状や将来の

影響予測についての情報

を資料編に追加。 

気候変

動への

適応 

「グローバル・ストックテイク

（GST）」…パリ協定の目標に

向けた進捗評価の仕組み。各

国ごとに異なる道筋を考慮し

た分野別貢献（再エネ発電容

量3倍・省エネ改善率 2倍の

ほか、化石燃料、ゼロ・低排出

技術（原子力、CCUS、低炭

素水素等）、道路部門等にお

ける取組）等が明記。 

 

「IPCC 報告書」…「温室効果

ガスの排出量を 2035 年ま

でに 60％削減すること

（2019年比）」が必要。 

 

「気候変動適応法・気候変動

適応計画」…緩和策と適応策

を各分野で推進する必要が

あるとし、その役割や推進体

制について定められている。 

 

「東京都気候変動適応計画」

…２０３０年に向けた目標：都

政及び都民・事業者の活動に

おいて、サステナブル・リカバ

リーの考え方や、DX の視点

も取り入れながら、気候変動

の影響を受けるあらゆる分野

で、気候変動による将来の影

響を考慮した取組がされてい

る。 

 

「オール東京６２気候変動適

応策研究会」…2018～

2020年度に都内の62の

市区町村が学識者・研究機

関・専門家の知見を共有し、

ともに学び合いながら、それ

ぞれの地域に合った適応のた

めの取組や適応計画の策定

を目指す取組などについて研

究活動を行った。 

【東京大学未来ビジョン研

究センター】 

・国際制度における気候変

動リスク対処方策に関す

る研究をしているほか、気

候変動関連のシンポジウ

ムを開催している。 

■進行管理指標 

「地域防災力（活動助成

率）」 

目安（2030 年度）：策定時

（68件）より増加 

現状（2022 年度）：74件 

 

「透水性舗装路線数」 

目安（2030 年度）：策定時

より増加 

現状（2022 年度）：策定時

より 4路線新規設置 

 

「雨水浸透ます数」 

目安（2030 年度）：策定時

より増加 

現状（2022 年度）： 

策定時より 20個新規設置 

 

・国や都の気候変動適応計

画が近年見直されており、

早期に取り組むべき適応

策の再整理が必要であ

る。 

 

・東京都気候変動適応計画

において区内で実施可能

な施策の追加。 
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5.8 PDCA 

区分 
国内外の動向 

区内における動向 現行計画の進捗状況 課題等のまとめ 見直しの方向性 
国外 国 東京都 その他 

PDCA 

パリ協定では、全ての国が

温室効果ガスの排出削減目

標を「NDC（国が決定する

貢献）」として 5年毎に提

出・更新することが義務付け

られている。 

2021年 10月にNDCを

国連に提出。 

 

「第 7次エネルギー基本計

画」…2035年度やそれ以降

を見据えた内容で、2024年

度に策定予定。 

 

東京都環境審議会で年 1 回、

東京都環境基本計画に掲げ

た施策の進捗状況の審議を

実施。 

 

「ＨＴＴ・ゼロエミッション推進

協議会」…都知事を会長に、

特別区長会、東京都市長会、

東京都町村会、町会連合会、

商工会、企業団体等の代表を

集め、年1～2回、課題の共有

や対策推進の呼びかけを実

施。 

－ 「文京区環境基本計画」…

2017年 3月改定。計画

期間は2017～2026年

度。 

文京区地球温暖化対策地

域推進協議会で年 2 回の

報告・協議を実施。 

・NDCは 5年毎に提出・更

新することになっており、

国等の計画もそれに合わ

せて見直される可能性が

高い。 

 

・安定的・継続的な進行管

理のための成果指標の見

直しが必要。 

・温室効果ガスの排出削減

目標関連の進行管理指標

については、国・都と遜色

ない数値設定を検討。 
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